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昭和48年 度事業計画

[寄 稿{

「調 査

経営情報調査

「研究開発」

次 一 … ～ ～一

川本 電 信 電 話 公 社 デ ー ク通 信 の 長 期 計 画

ビ ー ル業 ・都 市 ガ ス事 業 一

[[1小企 業向 け 標 ㍗i管理 シス テ ム の開 発

JIPI)ECREPORT(英 文)の 発 行

コ ン パ イ ラ ・ジ ェ ネ レ ー タの 開 発

〔教 育1

企 業 に お け る情 報 処 理 教 育 の実 態 と今 後 の進 め方

JIPDECだ よ り

〔お 知 らせ 〕
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当財 団の昭和48年 度 事業計画 および収支予算 は,去 る

3月15日 定例理事会 の議決 を得,同 月31日 付 を以 て主務

大臣 の承認 を受 けて決定 され た。予算総額 は15億25百 万

円,事 業計画の概要 は次 のとお りで ある。
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1.情 報処理に関する調査および研究開発

(1)調 査

① インフォメーシ ョン ・ユーティリティに関する調

査

今後情報の公共的共同利用が進展するもの と予想

されるが,こ れに対処するため,わ が国におけるイ

ンフォメーション ・ユーティリティについて役割 と

ニーズ,市 場性,技 術的問題,社 会的評価(social

assessment)な どについて調査研究する。

② 海外における情報処理および情報処理産業の実態

調査

海外の情報処理および情報処理産業の実態 と動向

を把握するため,各 種資料を収集分析し,こ れを体

系的にまとめるとともに具体的な問題については調

査団を派遣して調査を行な う。

③ 情報処理の需要動向調査

MIS形 成の問題点把握のため,企 業の経営に必

要な情報の種類とその必要度,充 足度,情 報処理～ノ^内 ◇

ステムの現状 と今後の方向等について,と くに長期

経営計画におけるプランニング情報を中心として調

査する。

④ ソフ トウェア産業に関する実態調査

わが国におけるソフ トウェア開発企業の実態 と将

来動向について調査するとともに,ソ フトウェア開

発の需要 と技術動向を調査する。

⑤ 総合貿易情報システムに関する調査研究

貿易情報のシステム化に関する内外の動向および

貿易文書の標準化について調査するとともに,貿 易

情報システム形成のための必要条件b検 討およびサ

ブ ・システムの概念設計等を実施する。

⑥ 繊維産業(繊 維製品を中心 とする)の システム化

・情報化に関する調査

繊維産業のシステム化を通じ,繊 維製品のファッ

ション化,国 際化に即応できるよう業界体制の強化

と知識集約化をはかるため,製 造,流 通等の実態を

把握し,そ の望ましいシステム化 ・情報化の方向づ

けを行な う。

⑦ 情報処理および情報処理産業に関する基礎資料の
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整備

情報処理に関する技術の進歩,経 営情報システム

の展開および情報処理産業の動向等を把握するため

の各種文献,図 書等を収集整備する。

(2)研 究開発

① 文書情報処理の調査研究

日本語で書かれた文書(漢 字,カ ナ混 り文)の 取

扱い,と くにインプット方式,同 音異義語の処理方

法および効果的な蓄積と検索方式について調査研究

する。

② コンピュータ・ネットワーク・システムの研究開

発

当財団設置のコンピュータ3機 種を連結し,端 末

機を含めたネットワークを形成 して,そ れぞれのコ

ンピュータおよび各種端末か らネットワークによっ

て総合されたコンピュータの機能を利用できるシス

テムを開発する。

③ コンパイラ ・ジェネレータの作成

前年度に引 きつづ きコンパイラ ・ジュネレ一夕の

開発を進め,こ れを完成 し,実 用性についての評価

を行な う。

④ 人工腎臓患者の病歴管理 システムの開発

医療分野の近代化に貢献するため,モ デル病院を

選定 して,そ の協力の もとに慢性血液透析患者(人

工腎臓装置による人工透析療法の適用患者)を 対象

として,病 歴データの収集,病 歴管理資料の作成,

患者個人単位の病歴検索等患者の一切の病歴をコン

ピュータで管理する人工腎臓患者の病歴管理システ

ムを開発する。

(3)受 託による調査研究開発

官公庁等 より受託し,情 報処理に関する調査,研 究

開発を行な うもので,本 年度予定される主なものは次

の とお りである。

① 情報ネットワーク標準システムの作成

(通商産業省重工業局)

② 工場適地紹介情報検索方法の調査研究

(通商産業省企業局)

③ 中央省庁における共通ソフ トウェアの開発

(工業技術院)

一一2
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④ 中小企業向け標準システムおよび

企業診断システムの開発………(中 小企業庁)

⑤ 中小企業の経営指標,原 価指標作成

プログラムの開発(中 小企業庁)

⑥ 内外におけるオンラ・fン技術の動向調査

(日本電信電話公社)

⑦ 共済業務の機械化システムの開発

(小規模企業共済事業団)

情報処理 に関するコンサルテ ィング等の

実施

コ ン ピュー タの 導 入 と利 用 に関 す る コ ン サル テ ィン

グ な らびに 関 連 す る シ ス テ ム設 計,プ ログ ラ ミン グお

よ びデ ー タ処 理 サ ー ビス を行 な ってい るが,48年 度 に

お い て も継 続 し て実 施 す る と と もに,と くに これ ま で

に 開 発 し た シ ス テ ムお よび プ ログ ラムの 応 用 と適 用範

囲の 拡 大,外 部 ユ ー ザへ の 普 及 を 強 化 す る。

3.情 報処理の普及促進および教育

(1)普 及 ・啓蒙

① シンポジウムの開催 と映画の作成

経営者および管理者に対象する情報処理シンポジ

ウムを開催するとともに,情 報化に対する正しい理

解と認識を広めるための映画を作成する。

② コンピュータ・トップセ ミナーの開催

主 として官公庁の トップ ・マネジメント層を対象

に,コ ン ピュータとその利用について必要な概念知

識習得のための トップセ ミナーを毎年開催している

が,48年 度においても2回 開催する。

③ 講習会の開催

官公庁,団 体などの情報処理に関する研修を受託

し,情 報処理に関する知識の普及な らびに技術者の

養成をはかる。

④ 情報化週間

通商産業省の実施する情報化週間に協力すること

とし,同 期間中東京において 「情報化に関する展示

会」を・また地方5都 市において 「情報化に関する

講演 と映画の会を開催するとともに情報化週間全体

の総合広報活動を行な う。

オ
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(2)教 育

⑦ 情報処理教育に関する調査研究

さきに作成した 「初級情報処理技術者育成指針」

「同テキス ト」を使用し 「情報処理技術研修のため

の実験教室(仮 称)」 を開設するとともに,情 報処

理技術者試験実施に関する調査,広 報等,行 政施策

に協力する。

② 中級情報処理技術者育成指針の作成

中級情報技術者を育成するための指針を前年度の

の調査結果をもとに完成させる。

(3)デ ータコー ドの標準化の調査研究および工業標準

原案の作成

工業技術院からの受託により,デ ータコー ドの標準

化のための調査研究を行ない,工 業標準原案を作成す

る。

4.情 報処理および情報処理産業に関する

広報活動

(1)わ が国情報処理産業の実情についての海外向け広

報活動

情報処理に海外 との情報交換,お よびわが国の情

報処理の実情を海外に紹介するための海外向け定期

刊行物JIPDECREPORTは,47年 度で17号 とな

ったが,48年 度においても年3回 発行する。

(2)情 報処理に関する国内向け広報活動

情報処理に関する海外事情の速報を目的 と した

「情報処理ニュース」(月2回)お よび当財団の事

業活動を周知するための 「JIPDECジ ャーナル」(年

4回)を 発行しているが,48年 度 もこれ らの事業を

継続実施する。

(3)映 画,教 育用スライ ド,各 種出版物等の頒布

当財団の作成 した各種の普及 ・啓蒙用の映画,教

育用スライ ドならびに同テキス ト,事 業成果報告書

等を広 く一般に頒布しているが,48年 度においても

これを継続して実施する。

、

3一
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日本電信電話公社データ通信の長期計画

船 井 一 美*

1.は じめ に

公社のデータ通信事業は,昭 和43年8月 の群馬銀行シ

ステムのサービス開始をはじめとして以後着実な進展を

とげ,現 在特定の利用者を対象 とする預金 ・為替システ

ム等の各種シテスムについては18シ ステムが稼動中であ

り,ま た不特定多数の利用者を対象 とする販売 ・在庫管

理サービス等の公衆データ通信システムについては12シ

ステムが稼動するまでに成長しナこ。

これか らの公社のデータ通信事業の拡充を考えるにあ

たっては,わ が国のデータ通信市場の現状,将 来見通し

等を把握してお く必要があろう。

データ通信市場の見通しを展望する上で重要な指標 と

なるのは電子計算機設置台数の伸びである。

わが国の電子計算機の設置台数は,JECCの 調べに

よると,こ こ数年毎年40%前 後 とい うきわめて高い成長

を続 けており,昭 和47年9月 末現在14,806台,設 置金額

にして12,618億 円に達し米国についで世界第2位 の地位

を占めている。

一方 これらわが国の電子計算機の設置内容をみると2

つの特徴がある。

1っ は国産機と外国機 との比率に関してであり,総 数

の約46%が 外国機になってお り特にデータ通信の立場か

ら関心の深い大型機については約59%が 外国機によって

占められていることである。

もう1つ は電子計算機の使われ方に関してであるが,

これらの電子計算機がどの程度データ通信に利用されて

*日 本電信電話公社 データ通信本部総括部調査役

いるかを示すオンラインシステムに使用されている電子

計算機台数の比率を見るとおおむね3%台 といっtc低率

にとどまっていることである。

このようにオンラインシステムが低率にあるのは,オ

ンラインシステムが高度複雑でありコス トが高いこと,

またこれを使用する側について も大量事務の単純処理に

利用する例がほとんどで,オ ンラインシステムが有する

高度な能力を十分有効に使いこなすだけの体制がととの

っていないといっナこデータ通信市場の未成熟によるもの

と考えられる。

以上のようにわが国のデータ通信市場を,一 口で言え

ば,電 子計算機の設置台数の伸びは今後も高い率で推移

するもの と考えられ積極的な市場開拓努力によって将来

的にはきわめて大 きな伸びが期待されるものの,現 状は

まだ未成熟な市場であり,加 えて優勢な外国機 との熾烈

な競合の下にあると言えよう。

こうした環境条件に対処して,公 社は次の3つ を基本

的な考えとしこれからのデータ通信事業の運営にあたっ

ていく方針である。

第一は,先 導的技術の開発を積極的に進めシステムコ

ス トの低減な らびに利用者の要望に整合したシステムを

効率的に実現するとともに自主技術の確立に寄与する。

このため公社はデータ通信に適した高性能電子計算機

システムDIPSの 開発を重点的に推進してきたところ

であるが,今 後は さらにこれを充実させるとともにその

積極的導入をはか って行 く考えである。

第二は,先 の公衆法の改正により公社は民間企業と対

等な競合関係に立つわけであり・今後のデータ通信市場

の積極的な開拓にあたってはこれらの民間企業と相互補

「

叫

,

†
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■ 寄 稿 ■

完的な共存関係を確立する必要がある。

このため公社は公社にふさわしいシステムを乎がける

こととし,従 来から公共的,全 国的,開 発先導的なシス

テムに重点を置いて実施してきたところであるが,今 後

は国民福祉優先へ と国家目標が大 きく転換しつつあるの

にあわせて特に医療,公 害防止,行 政,教 育等人間福祉

と社会開発をめざすナシ 。ナルプロジェク ト関連システ

ムを積極的に開発していくこととしている。

第三は独立採算制を堅持することである。

これは電話部門の資金をデータ部門に流用することな

どによって民間企業 との公正な共存関係を撮った り,電

話の拡充のテンポを落したりすることないようにデータ

通信事業 として将来その収支が充分相償 うもの とすると

ともに公社事業の1つ の桂に育ててい くことである。

以上の3つ を桂 としてデータ通信事業の積極的な展開

を図ってい くこととしている。

本稿では こうした基本的な考 えの もとに電信電話拡充

第5次5カ 年計画の一環として昨年策定したデータ通信

の拡充計画の概要を紹介することとする。

10,000

哀

さ
蒲

SEs ,OOO

図1販 売 在庫 管理 サー ビス需要数

444546474849505152

年 度

表1販 売在庫管理サービス計画工程

＼
シス テ ム数

.

、λ鴇
く

【
〆

7

48fド)変～52fl…1変増|}生数

19

52年度末

26

2.デ ー タ通 信サ 一口ビス の拡 充計 画

2.1販 売 ・在庫管理サービス

(A)需 要見通し

販売 ・在庫管理サーービスについては,52年 度末までに

県庁所在地級都市までサービスを拡大することとし,製

造業,販 売業等を主体に需要母体を想定 しサービス提供

都市における事業所数を基に,東 京,大 阪における実績

需要の推移,市 場調査による利用動向等から需要を予測

した。

その結果,図1の とおり52年末までに12500端 末を見

込んだ。

(B)工 程概要

需要が10端 末以上見込まれる都市にはマルチプレクサ

の設置を計画し,新 たなセンター設置についてはサービ

ス開始後おおむね3～4年 で収容率が80%に 達すると見

込まれる場合に通信局所在地等に計画することとした。

まt東 京,大 阪等需要の多 く見込まれる都市にはDI

PSを 導入するよう計画した。

その結果,計 画工程は表1に 示すとお りとなっt。

2.2科 学技術計算サービス

(A)需 要見通し

科学技術計算サービスについても販売 ・在庫管理サー

ビスに準 じてサービス提供地域を拡大することとし,製

造業,建 設業,設 計事務所等を主体に需要母体を想定し

サービス提供都市における事業所数を基に東京,大 阪に

おける実績需要の推移,市 場調査による利用動向等か ら

需要を予測した。.

その結果,図2の とおり52年度末までに3800端 末を見

込んだ。

(B)工 程概要'

科学技術計算サービスについては需要が5端 末以上見

込まれる都市にはマルチプレクサの設置を計画し,セ ン

ター設置については販売 ・在庫管理サービスと同様 とし

た。

また新しく設置するセンターについては,サ ービス内

容の豊富なDEMOS-Eサ ービスを提供するためすべ

5
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図2科 学技術計算サ ー ビス需要数

4546474849505152

-一 一 一 年 度

てDIPSに より計画した。

その結果,計 画工程は表2に 示すとお りとなった。

表2科 学技術計算サービス計画工程

シス テム 数

47ゴ1'成文ン}こ

6

48tlJ変 ～52t1[変 増1目i数

5

52年度末

11

2.3電 話計算サービス

電話計算サービスはプッシュホンの販売状況,サ ービ

スの利用状況等を考慮しながら逐次マルチプレクサ等に

より52年度末までにおおむね県庁所在地級都市までサー

ビスを提供するよう計画した。なお電話計算サービスの

センターについてはソフ トウェアの改造等を行ないセン

ターの処理能力を拡大することにより,東 京,大 阪の2

センターで52年度末までに対処し 得 る見通 しであるの

で,新 たなセンター設置は計画しないこととした。

2.4各 種システム

顧客の要望に応じて個々の設計する各種システムにつ

いては,ユ ーザの利用目的,業 務内容等によりシステム

形態は多様であり需要母体 も多業種にわたる。

このため,過 去の実績,企 業の負担能力,電 子計算機

の導入動向等を考慮したほか,公 共性の強いシステム,

全国的なひろが りをもつシステムおよび開発先導的なシ

ステムを重点とし,特 に生活に密着した人間福祉と社会

開発に寄与するナショナルプロジェク ト関連システムを

積極的に開発することを前提として需要を検討した。

工程については,ナ ショナルプロジェクト関連システ

ム等大規模システムにはDIPSを 積極的に導入するこ

ととし,表3の とおり計上した。

表3各 種システム計画工程

47年 度末 48年度～52年度増設数

60

52年 度末

94

叩

呼

シス テ ム数 34

なお ナショナルプロジェク ト関連 システムについて

は,基 礎調査からトップセールスに至るまで全社的な推

進体制の下に広範な活動が展開されている。これ らのう

ち検討中の主なシステムの概要を表4に 示す。

¶

表4ナ シ ョナルプ ロジェク ト関連 システムの概要

シ ス テ ム名 シ ス テ ム の 概 要

行 政情 報 ネ ヅ トワー ク

・シス テ ム

行政サービスφ迅速化,総 合的行政情報システムの形成等の促進に役だてるために文

書,デ ータ・電話送達にあたって各省庁が共同で利用することがで きる汎用行政情報

通信綱を形成するものである

《

.`.

救急医療情報システム

大都市における救急指令センターと管内救急病院,血 液銀行・その他の救急医療機関

をオンラインで結び,救 急上必要な情報(空 ベ ット,当 番医等)が センターや関係機

関でリアルタイムに検索できるシステムである ・

遠隔診断システム

病院 ・診療所等のアナログ ・データ伝送装置,そ の他の宅内装置から・生体情報 ・問

診結果 ・検査データ等をセンターに送 り,解 析結熟 指示等を受けるもので・医療水

準の地域的不均衡を是正するために役だつシステムである

一6一

,》 滅 壼 、.ξ:.c－ 1



∫1PDECジ ャー ナ ル

■ 寄 稿 ■

診療報酬請求システム

公害情報システム

広域交通管制システム

地方公共団体システム

医療機関に設置した宅内装置から診療内容をセンターに送 り,月 間分をまとめて診療

報酬請求明細書(い わゆるレセプ ト)を 作成するシステムであり,現 在レセプ ト作成

に相当の労力を費している医師を診療業務に専念 させることができる

大気汚染 ・水質汚濁等環境破壊に関するデータの収集,分 析,検 索および予防保全対

策をオンライン処理することによって公害防止の迅速化を図るとともに将来は地方行

政における公害データの一元的管理を狙いとしたシステムである

深刻化しつつある種々の交通問題を解決する一手段 として,交 通信号機の面制御をリ

アル ・タイムで行な うものであり,将 来は各種の交通情報に基づき自動車の誘導を含

めた総合的システムとな りうる

県や市村町事務所に端末を設置し,地 域業務(地 域開発計画等),住 民業務(税 務各

種証明書の発行等)お よび内部業務(財 務会計簿)の オンライン処理を行なうシステ

ムである

3.投 資額 等

データ通信関係の投資額は以上の工程の他に関連する

回線関係の投資額を含めて約5000億 円である。 これは

表5に 示すように公社の総投資額7兆 円の約7%に あた

る。

表5第5次5ヶ 年計 画建 設投 資額
(1}t位:億liJ)

項 1] 投 資額(48～52年 度)

電 言舌 59,500(85)

新 電 話 サ 一 ビ ス 4,000ぐ6)

一.

ア 一 タ
ψ

通 信 5,000(7)

画 像 通 信 1,500(2)

合 計 70,000(100)

1
(注)・()内 は構成比(%)で ある。

一7--ny一
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経 営 情 報 調 査

1調
査1

ビー ル業 ・都 市 ガ ス事業

本 調査 は,経 営情 報システム形成の ナこめの問題 点把握 をね らい として昭和47年 度情 報処

理 の需要動 向調査 として実施 した もので ある。経 営情 報 システム形成へ のアプ ローチの手

段 として,情 報をプラ ンニング情報 とオペ レー シ ョナル情 報 とに分け るとともに,個 々の

情報 について,日 常の経営活動 におけるニーズ調査 を基礎 に,業 種別のケーススタデ ィ調

査 を行な った。本 年度 は,ビ ール業,都 市ガス事業の2業 種を と り上げた。過去5カ 年で

15業 種について調査 した ことになる。
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1.ビ ー ル 業

(1)は じめに

ビール業は,現 在寡占体制が確立してお り,実 質数社

により市場が支配 されている。当業界は,装 置産業とし

て,多 額の必要資金量 ・流通組織 の 固定化,ブ ラン ド

イメージなどにより,新 規参入が極めて困難な状況にあ

り,今 後も持続するもの と予想される。

また製品としてのビールは,そ の需要構造に重要な影

響を与えるが商品特性がい くつかあり,特 に,保 存{生に

乏しい,季 節変動が激しい,嗜 好性が強 く保守的である

などが上げられる。

本調査では,こ れらの背景のもとに・経営計画のため

の長期プランニング情報システムの策定を中心に・原料

・材料の調達計画,製 造 ・出荷 ・輸送計画・容器回収シ

ステムの検討を加えた。オペレーショナル情報は,販 売

部門を中心にその経営情報の体系化を計るとともに,コ

ンピュータの適用例を中心に各業務システムの現状分析

を行なっナこ。

ここでは,上 記の特性を考慮してビール業の情報処理

の現状について述べる。

(2)需 要の変動

一8- .
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ビール産業の最大の特性は,ビ ール とい う商品の需要

が自然現象である天候に左右 されるのに応じて生産販売

活動 も大 きく影響を受けることである。

商品の需要の変動が直接その生産販売活動に響いて来

るのは,ビ ールが発酵製品であり,変 質しやすいので長

期間保存が出来ないという商品特性のナこめである。即ち

在庫による需給の調整があまり利かないためである。

一方,ビ ールは生産工程で酵母 とい う生 きものの力を

利用するため,生 産には一定の時間の経過が必要であり

需要が拡大したか らと言 って直 ぐには増産出来ないとい

う事情がある。即ち供給の弾力性が低いのである。

このため,ビ ール産業は生産販売能力に相当の余力を

もって需要の変動に応ずる必要があり,商 品の需要が変

動するとい うことが生産性の向上をいちじるしく阻害し

ている。

商品の需要に波があり,そ の供給は弾力性に欠けると

い うことになると,需 要動向を適切に予測して早目に手

を打 って行くことがきわめて重要 となる。ビール産業で

は短期的な生産販売計画はあるものの,そ の変動余地が

大 きいことを考慮 して,日 々の需要動向を絶えず生産販

売計画にフィー ドバックして先行の需給をバ ランスさせ

るようにしている。

(3)日 常出荷業務

ビールはカサバル商品であり,ま た保存性に乏しい商

品でもあるので流通段階での在庫量 というのはきわめて

少ないのが通常である。 ビール需要の最盛期である夏場

は酒屋店の在庫量はわずか1日 ～2日 分しかない。わず

かそれだけの在庫で商売して行 くのであるか ら,日 々の

販売量に応 じて仕入れることとなり卸業者の段階でもメ

ーカーの段階でも毎 日大量のビールを出荷する必要があ

る。

しか もピールの需要は天候に左右 されるので,日 によ

り出荷量は大幅に変動する。 ビール業界では,そ れに応

じて弾力的に出荷出来るような体制をとってはいるが,

昨今の交通事情の悪化から,変 動への適応力が乏しくな

ってきているのが現状である。

そこで日々の出荷を平均化する努力 として,最 近は計

画出荷の必要性が業界をあげてさけばれており,成 果は

着々と実 りつつある。注文の定期 ・定量化がそのひとつ

の方向である。

注文の定期 ・定量化 とは,メ ーカーか ら卸店,小 売店

へ配達する量を一定期間毎日何ケースとか,1日 おきに

何ケースとかあらかじめ決めてお き,メ ーカーがそれに

よって合理的な発送計画をナこてられるようにするための

ものである。注文の定期 ・定量化をすすめるには当然の

ことながら状勢の変化への対応策が準備 されていな くて

はならない。

ここにコンピュータが活躍する余地があり,定 期注文

の変更をたくみにこなして,出 荷伝票の発行,手 形の作

成と同時に経営に必要な販売統計情報を作成している。

(4)免 許制度

ビールはアルコール飲料であるから,国 の重要な担税

物資のひとつとなっている。近年は国税総額にしめる酒

税のウエイ トは低下の方向にあるものの,ビ ール税は酒

税全体の過半を占めてお り重要な財源となっている。

そこで酒税の安全,確 実な確保 という観点から酒類業

界には製造 ・販売共に免許制度があり,ま た酒税法をは

じめとした酒税関係法規を尊重する義務がある。

免許要体のひとつにビールの生産 ・販売の各段階にわ

いて半製品 ・製品の受払いを記帳し関係官庁に報告する

義務がある。従って毎 日棚卸しをして在庫を確認し記帳

していることになる。 そのため,ビ ール業界の係数的把

握はほぼ完壁といえる。しかしメーカーサイ ドか らみる

と経営管理のための情報と酒税法の記帳義務 とは必ずし

も一致しない場合があり,経 営情報合理化の際には酒税

法が制約となる場合がある。

(5)関 連企業との情報処理システムの結び付き

昭和36年 にビール会社(当 時3社)は 東京都内の小売

店のコー ド番号を統一しようとい うこどにな り,3社 が

それぞれ手わけをして作成 したのが,酒 販店の統一コー

ドである。 、

これは前述した如 く,直 送方式が多くな り,出 荷伝票

に小売店の住所,店 名を記入すると同時に,処 理を機械

化するために,コ ー ド番号をつけなければならな くな っ

たことが契機になっている。

その後,醤 油,酒 類メーカーと特約店も使用できるよ

うに食料品の販売店 も加えて広 く使用されている小売店

の統一コー ドである。 これに加入しているメーカー,特

9
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約 店 に は,小 売 店 の追 加,変 更 が あ れ ば,直 ちに コー ド

・セ ン ター か ら連 絡 が あ り,共 通 の コ ー ド番 号 で 運 用 さ

れ て い る。 この 標 準統 一 コー ドは現 在,東 京,大 阪,名

古 屋 な ど主 要 都 市 で そ れ ぞ れ設 定 され,漸 次 全 国 的 な も

の に な って い る。

これ を 背景 と して,45年 秋,コ ン ピ ュー タ を導 入 し た

大 手特 約 店 が 中心 に な って,メ ー カ ー に 出荷 情 報 を コ ン

ピ ュー タ に直 接 イ ンプ ット出 来 る媒 体 で提 供 し て欲 しい

旨の 依 頼 が あ った。 これ が発 展 し て現 在,食 品 メー カー

10社 が 特 約 店23社 に磁 気 テ ーープ で 出荷 明細 の 情 報 を提 供

して い るSDP(SaKeSyokuhinDataPoo1)と な った

の で あ る。 従 来 直 送分 に つ い て は,特 約 店 は メー カー か

ら送 付 され た 出 荷 明 細 表 を み て 小売 店 へ の 出 荷 情 報 を キ

ー パ ンチ し,小 売 店 に 対 す る売 上伝 票 を作 成 して い た の

で あ る。 しか し,処 理 の 迅 速化,キ ーパ ンチ に よ るエ ラ

ー の 防止 ,省 力 化 な どの 効 果 をね ら って メ ー カー か らの

デ ー タを 直接 コ ン=一 夕に イ ン プ ッ トす る方 式 としてS

DPが 誕 生 し ナこの で あ る。 この 方 式 は小 売 店 コー ドが 統

一 化 され てい たた め,デ ー タを提 供 す る メー カ ー側 もそ

れ 程の 負 担 な しに提 供 で き,特 約 店 の メ リ ッ トが 大 きか

った ため 参 加 す る特 約店 も増 え,近 く大 阪 地 区 で も同様

の シ ス テ ムが 動 き出 す 予定 で あ る。

SDPの 成 功 に よ り,次 に そ の 裏 返 しに な る,特 約 店

が 小 売 店 に出 荷 し ナこ販 売 デ ー タ を,メ ー カ ーが 同 じ よ う

な 方 式 で 提供 を うけ るRDP(RetailDealerDataPool)

が47年6月 よ り始 ま っ た。RDPは 一部 有 料 で,デ ー タ

の 提 供 を うけ る とい う点 に特 徴 が あ るが,い ず れ に して

も,メ ー カー と特 約店 の 間 で キ ーパ ンチ とい う手 間 を は

ぶ い て,迅 速 性,正 確 性,省 力 化 を ね ら った もの で,当

業 界 の 情 報 処 理 の 一 つ の特 徴 とな って い る。

この よ うに 流 通,物 流 関 係 の 情 報処 理 は 国 税 庁 が 中心

に な っ て実 施 して い る酒 類 卸 売 業 の近 代 化 計 画 の 一環 に

そ った もの で,ビ ー ル会 社 もそ れ に協 力 す る と同 時 に そ

の 方 向 に そ った機 械 化 計 画 を た て てい るの で あ る。

(6)長 期 経 営計 画 と外部 情 報

長 期 経 営 計 画 は,経 営環 境 の 変 化 に 対 応 して の 総 合 的

な 計 画 の 策 定 を 目標 とす る もの だ け に,最 も外 部情 報 に

依 存 す る と ころの 大 きい もの とい え る。

外 部情 報 を大 別 す る と,以 下 の とお りで あ る。

{1)企 業の環境動向に関するもの

企業の環境は,こ れを細分すれば,③ 世界経済の

動向 ⑮ 日本経済の動向 ◎社会環境の動向,等 と

なる。

これらはいずれ も主 として,政 府,銀 行,民 間研

究所の予測等の報告,過 去の動向分析による展望等

に依 っている。

これらの外部情報は,① 経営計画の目標の設定,

②開発計画の基礎資料及び③ビール等の製品需要予

測のデータとして用いられる。

② 経営資源の予測に関するもの

経営資源としての①要員,② 資材,③ 土地他等の

供給ないしは制約に関するもので,直 接にはそれぞ

れ,要 員計画,資 材計画等の構造計画の方向付けの

基礎データとして用い られる。

もちろん,経 営資源に関する制約条件に,著 しい

変化が予測され,企 業経営に重大な影響が及ぶ と考

えられる場合は,経 営計画の目標設定ないし,戦 略

計画,合 理化計画策定の資料として も用いられる。

労働力,労 働条件等に関する外部情報は経営環境

に属するもの とも考えられ,主 として,政 府,公 共

的諸団体の動向予測を加工して利用する。

資材等に関しては,一 部政府及び外国政府の農作

物に関するデータにも依存するが,多 くは,商 社他

の関連業界の情報を,直 接の購買窓口を通して収集

し,分 析,利 用している。

外部情報に対する経営計画の依存度は,企 業環境

の変化が激しくなるにつれて,高 まりつつあるが,

現状では,有 効な外部情報探索のシステムが確立し

ていず,外 部情報に関する探索,利 用のシステム確

立が緊急の課題 と考えられる。

2.都 市ガス事業

(1)は じめに

公益事業 としての,都 市ガス事業は,都 市における家

庭用エネルギー,産 業用エネルギーの供給の担い手 とし

てその役割は大きい。近年における産業構造の変化に伴

い急速な都市への人口集中によって,都 市の規模 ・機能

は拡大の方向に進んでいる。

一 まo一
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したがって,大 都市およびその周辺におけるガス需要 ス事業は変転めま ぐるしい都市活動に柔軟に対応して安

は急増の途をたどるであろうし,こ れに対処するための

,当 面の問題 としては,都 市ガス輸送の高圧化,高 カロ

リー化が上げられる。

このような環境下にあって,都 市ガス事業における経

営計画としては,行 政体 の公共事業計画,民 間 の建設

計画な どの総合的都市活動の情報が必要である。また,

公益事業 としての供給責任の達成,公 害防止,保 安の問

題,サ ービス体制の確立などの社会の要請を受け入れ,

長期展望に立つ ところの経営情報システムが確立されね

ばな らない。

本調査では,こ れ ら諸々の外部環境との有機的結合を

主眼としての長期プランニング情報 システムの現状およ

び今後の体系化を行なった。オペレーシ ョナル情報シス

テムとしては,既 に稼動している需要化情報システム,

工事関係情報システムを中心に調査し,全 体 としての経

営情報システムにおける位置づけを行な った。

(2)事 業環境の変遷に対する都市ガス事業の対応

経済の高度成長等から醸成 された事業環境の変遷の中

で,日 本の巨大都市の都市ガス事業は信頼性の高い,効

率的で,良 質のエネルギーの供給 とい う責務の遂行の上

で,種 々の施策を講 じ,対 応を行な って きた。

(1}原 料,製 造供給方式の大転換

策2次 大戦前の都市ガスの製造原料はすべて石炭に限

られていたが,先 に述べた経済の復興 と成長に応じ,原

料は不足し,か つコークス炉等の石炭系製造プロセスは

需要の変動に十分対応しかねた ところか ら,重 油,原 油

とい った石油系原料,そ れを分解する油ガス製造プロセ

スの採用が始まった。それは更に老大な設備投資を避け

る意味か らも,ナ フサ等の軽質原料を高圧連続式に処理

できる新技術の採用や低イオウ原油の先駆的採用等々と

めま ぐるしく転換した。そして無公害かつ処理の極めて

簡単な原料として昨今の技術革新の成果をフルに活用し

fLNG(液 化天然ガス)の導入にまで発展した。 このめ

ま ぐるしさは,他 の産業に例を見ないともいえるもので

あろ う。また,供 給方式においても戦前の低圧,申 圧供

給方式にかわ り,高 圧供給方式による供給導管投資の削

減がはかられ,更 にはカロリーアップ,昨 今の天然ガス

転換 といった合理化施策がとられた。 このように都市が

定なエネルギーを供給する手当を行ないつづけて きたと

い うことができる。

(3)情 報処理体系の合理化

巨大都市の都市ガス事業の業務の一番の基盤は,毎 月

数百万件の顧客 との取引 と個別精算,年 間数十万個の器

具の取引と精算100万 件にものぼる工事の管理と精算,

時々刻々の製造 と供給の予測か ら,遠 隔コントロールに

至る瞬間的対応 とい った細かな作業のつみ上げであり,

その能率的な処理が基礎であってみれば,そ れに関する

情報照会,情 報の処理伝達,コ ン トロール,計 画への抽

出とい った情報処理の体系の合理化 とい うことは大きな

関心事であり,昭 和30年 代の初頭か らEDPSは 着実な

発展を見た。現在,こ れを抜 きにして経営が成 り立つこ

とは殆んど考 えられない状態にある。製造供給のプロセ

スにおいてもオー トメーションの採用,プ ロセスコンピ

ュータの多方面での利用,テ レメータリング,テ レコン

トロールの大幅な採用によって情報処理の体系の合理化

は着実な進展を見ている。

(4)CIS需 要家情報システムの概要

東京瓦斯では400万 件をこえる需要家に対し,導 管に

よりガスを供給することを主要な業務 としているが,こ

のtめ に需要家と直接に接触している要員は2,000人 を

こえてお り,そ の業務の内容はつぎの とお りである。

① ガスの販売に関するもの

・検針,料 金計算,領 収証発行,集 金,収 入管理

・需要家名儀,住 所,支 払方法などの需要家固有の

情報の管理 、

・ガスメータの開通,閉 鎖,取 付け,取 外し,な ど

② 需要家内ガス供給設備の保安管理

・管検査(需 要家内ガス配管などの検査)

・調査義務巡回(需要家のガス器具などの保安調査)

・検定期間ガスメータの取替(以 上法令による)

③ ガス器具の販売に関するもの

④ 需要家内ガス供給設備の新設,増 設工事

以上の各種需要家関係業務に必要な情報は,表1の と

お りである。

東京瓦斯ではこれ ら業務のシステム化を料金調定を主

体に順次実施に移して きてお り,昭 和45年 にはOCRの
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表1需 要家情報の内容

情報の CISの

種 類
情 報 の 内 容 収録 ファイル

範 囲

新 増 設
基 本情 報(工 事場所,使 用 者工]澗 ∫1担者)

工 事

関係情報

建物情 報(構 造,建 築工 事予定)

工 事費情 報(見 積,入 金,精 算 な め

工程情報(設 計,分 担,」 汗 落成 ノ

メFタfl7報(社 番,開 通,閉 鎖,検 定満期 ▲

1装{授 年 月,など)

メ ー タ 内管検査情報(検 査年月,検 査結果)

関係情報 器具保安情報(換 気,排 気筒有無など) 需

内管供給管情報,.装 置』多型履歴 要

基本情 報(住 所,氏 名,目 標,用 途 など) 家

料金計算情 報(灯 数,指 数,カ ロリー,検 マ ■

料金調定 針 目,非 課税率な ど) ス 1

関係情報 支払方法情報(支 払方 法,銀 行ll座 番号, タ .

郵送先など) | S

使用量 履歴(過 去の使用川,請 求額など)

所有器具 所有器具の種類,台 数

関係情報 割賦器具(契 約中の契約内容,支 払状況)
一
割 賦マス ター

入 金 未収情報(未 収領収証情報,遅 収扱情報な

関係情報 ど)
未収 マスター

w

依頼'1頒

情 報

器具の配達,修 理の依頼

雑工 事,装 置修理の依頼

開通,閉 鎖,集 金 などの依頼 §

導入 とともに,料 金 ・入金業務を主体 としたガス販売に

関する情報および割賦器具に関する情報の処理を,全 面

的に吸収した総合システムを開発し実施してきている。

しかし本質的にバ ッチ処理 としての限界があ り,営 業所

における業務は,需 要家リス トなどのアウトプット帳票

の山の申で需要家情報を探 し出さねばな らず,問 い合わ

せに応答する場合にも社内の実務処理の上でも,意 外に

手間 と時間を要していた。また需要家内のガス供給設備

の保安に関する情報(ガ スメータは除く)は,ま だ収録

できない状態であった。本格的なオンライン ・システム

としては,47年4月 よりIBM360-65で 実稼働を開始し'

た,CIS(需 要家情報システム)が 最初である。

CISで は,こ れ らの問題を抜本的に改善し合理化を

徹底すると同時に,需 要家サービスの向上と装置の保安

強化を目的として,オ ンライン ・リアルタイム処理によ

る全面的システム化をはか った。すなわち,

① 需要家リス ト,未 収 リス ト,装 置カー ドなどの帳

票を廃止 し,ラ ンダム ・アクセス記憶装置にデータ

を統合収録して,需 要家情報の一元化をはかる。

② 各営業所に端末装置を設置し,ζ れとランダム ・

アクセス記憶装置を結合したオンライン・

リアルタイム ・システムを構成することに

より,需 要家情報の即時検索と異動報告デ

ータによる即時更新処理を行な う。

③ 装置に関する情報の吸収により,新 たに

保安巡回業務のシステムを行な う。

④ 将来は工事関係業務の情報を含めて,需

要家情報システムとしての総合体系化をは

かる。

等である。

なお,オ ンライン業務としてCISの ほかに

NS(メ タン転換情報システム)も 同時に実施

しているほか,TGCS(ガ ス製造供給操作自

動調整システム)を 作成中である。その他器具

販売情報システム,人 事情報システム,導 管,

工事関係総合システムなどのオンライン・シス

テム化を計画中である。

CISで は,オ ンライン業務 として需要家情

報の即時検索による照会 と,需 要家情報の異動

更新あるいは異動受付の業務を主体とし,そ の他ガス代

・器具代の入金報告業務 も含めている。 これらの業務は

図1に 示すような,オ ンライン・データ・ファイルを中心

として処理を行な っているが,照 会業務以外はバ ッチ処

理 との連結 ・調整をとる必要があり,こ のためオンライ

ンでの処理結果を異動処理 ファイルに書 き出している。

CISの オンライン・ファイルはほとんど,需 要家番

号をキーとしてアクセスする。 もちろんサブ ・キーを有

するものもある。需要家番号は所一区一号一頁 とい う形

をとっており,所 は営業所コー ド,区 は行政区コー ド,

号は町名に対応する200～300軒 の単位の番号である。

端末入力の一般的な形は,業 務コー ド,需 要家番号,

報告まtは 照会項目の順である。業務コー ドは3桁 の数

字であり報告または照会したい内容を指定すると同時に

これがオンライン ・プログラム名を指定している。

インクワイアリー ・アンサー方式なので,端 末入力で

指定された業務プログラムの処理にしたがって,入 力で

指定された需要家番号のファイル ・レコー ドをアクセス

し,そ の処理結果が同一端末に編集されて出力 される。

この間に要する時間は」2な いし3秒 である。
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図1CISオ ン ラ イ ン ・フ ァ イル
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;111川武器 只
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フ アイ ル

メ、収
マ ス ター ・

フ ァイ ル

　ハヨ　

離船

(5)都 市ガス事業と外部情報

都市ガス事業は巨大都市においては,そ の機能を支え

る基幹の事業であ り,都 市ガス事業の経営においては経

済社会の動向,都 市の状態の変化や,社 会的諸要請をは

じめ とする事業環境の変化を適確に把握 していくことが

不可欠である。必要とされる事業環境の情報は多様広汎

にわた り,特 に都市の状態に関する必要情報は遠大なも

のである。この種の情報の収集利用の上での非効率にあ

ることが大 きな問題 とな っている。

① 都市ガス事業 と外部計画情報

都市機能を支え,都 市における生活を保証してい くた

めの主たる事業主体は,都 市ガス事業を含め数多 くある

が,そ れらの事業主体は,首 都圏においては,原 則的に

は相互独立に,そ れぞれ自前の情報をベースに事業の計

画をたて,そ れを推進しており,相 互の調整は個別の接

48「ドよリ

3330

両 足 羊1,`〔果

発f∫ 記 録 く,

どの更 」'}「

触段階における,そ のつどの調整による場合が

多い。昨今の,都 市ガスと電力のLNGの 共同

導入といったような計画調整は大 きな進歩であ

るが,都 市計画の中での諸事業主体の総合的調

整は,未 だしと言わざるを得ない。従って,都

市の情報収集においては,重 複があった り,ま

た不十分にならざるを得ない部分が発生しやす

い。他事業主体の計画情報は特に不足 しがちと

なる。また人口や世帯数 といった予測にしても

自治体 ごとの予測手法がかな らずしも統一され

てお らず,困 難を感ずるところ も大 きい。

② 都市ガス事業と地域情報

事業環境の情報 も,都 市全体のマクロな情報

よりは,あ る小地域の情報のニーズが高いが,

地域情報 として,ま とめるべ きブロックが明確

になっていない。 日本の都市の区域のとらえ方

が,区,町,丁 といったブロックであり,平 面

である。町,丁 等の区域 もかな り自然発生的で

あ り,計 画主体 としてその単位での とり扱いが

最 も適切であるといった区画ではない。このこ

とが情報収集をむずかしくしている。都市計画

法の用途指定区域 も,か な り,自 然発生的な条

件を入れての 「地域の用途を指定する」 といった対物療

法的ともいえる区画である。そこを単位 として,都 市の

計画に必要 とされる情報をすべて一元的に集約し,諸 計

画を調整しようといった積極的な利用がなされていると

は,か ならずしも言えない。

都市の機能を支える諸サービスは,'殆んどすべて道路

とい う血管を通 じて行なわれてお り,そ れにそって,す

べての活動の計画は推進 される。日本においてはライン

単位の情報および平面(ブ ロック)単 位の情報を利用目

的に応 じて能率的に集約化するととは,ヨ ーロッパ,ア

メリカの場合に比較して難しいと言える。

諸計画を同じベースで組み立てるための計画単位 と,

その単位ごとの情報収集体制が確立しないか ぎり,事 業

主体の活動推進は多大な労力を必要 とすることになる。
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[研 究開発]

中小企業向け標準管理 システムの開発

1.は じ め に

当財団は,情 報処理に関する諸問題を解決するナこめ,

各種の調査 ・研究開発事業を実施している。その一環 と

して昭和45年 度以来,中 小企業庁か らの受託による中小

企業向け各種標準管理システムの開発を行ない,す でに,

・中小企業(繊 維 ・衣料品等御売業)向 け標準販売管理

システム

・中小企業(機 械加工組立工業)向 け標準生産管理シス

テム

・中小企業(生 産財販売業)向 け標準販売管理システム

の3シ ステムを開発している。

さらに昭和47年 度の事業 として

・中小企業(機 械染色業)向 け標準生産管理システム

・中小企業(食 料品御売業)向 け標準販売管理システム

の2シ ステムを取 りまとめた。

これらの各種標準管理システムは,中 小企業における

コンピュータの利用を容易にし,情 報化時代に即した経

営情報システムを得ることを目標

にしている。コンピュータの導入
ばら(わた状)

を予定している各企業は標準管理
ハ

シス テ ム鯵 照 す る こ とに よ り・`〔 膓
,

・ソフトウェア開発コス トの節減

・準備期間の短縮

・輔 技縮 の不購8

を補 うことができる。

図1は 標準管理システムの適用

範囲を表わしたものである。標準 化学合成

管理 システムは,A社,B社,お 繊 維製 造

よびC社 にそれぞれ共通に使える
∨

ような部分を含んでいる。 しかし

標準管理 システムは,あ くまでも ばら染め

一つの規範であり,企 業に導入す'

る場合には若干の修正を行ない,さ らに良い管理システ

ムを作成することが可能である。

図1標 準管理システムとは

標準管理

システム

2.中 小 企 業(機 械 染色 業)向 け標 準生 産管理

シ ステ ムの概 要

2.1機 械染色業とは

繊維産業の生産形態から繊維は図のようにばら(わ た

状),糸,布,衣 服へと変化 し加工 される。その間に介在

する加工が染色加工である。染色加工の分類方法にはい

ろいろあるが,一 般的には繊維の種類(セ ルロース繊維

図2染 色加工(Z?位置づけ

糸
　

唖 ξ

線

(紡 ぐ)

口

布 衣服

唖 画〉吻⑳

〉

雫
[

9
口

糸 染 め

〉

6
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タンパク繊維等),染 色の手段(手 染め,機 械染め),

無地 ・柄(浸 染,捺 染)な どに分類することがで きる。

機械染色の工程は,染 色する素材(生 機キバタ),繊

維の種類,染 料および薬品などにより若干の相異がある

が,次 のような工程が普通である。

③ 準備工程

生機の検査および連続処理を行な うため生機 と生

機をつな ぎ合わせる。

図3機 械染色の工程

「

準

備

→
の

り

抜
き

→

精

練

→

漂

白

浸

染

捺

染

＼

/

仕
ヒ
加
工

→

後

処

理

」

(a)

(d)(e)

(b)

(c)

図4サ ブシステムと主な コンピュー タ処 理の流れ

⑮ の り抜 き,精 練,漂 白工程

ばら,糸,布 に含まれている不純物を除 き,繊 維

を漂白する。

◎ 浸染,捺 染工程

織物を染める場合,織 物全体を一色に染める方法

一浸染(シ ンセン)と 模様を染着 させる方法一捺染

(ナ セン)が ある。

③ 仕上加工工程

織物本来の持つ特質を最 も良好な状態にするため

の工程で,防 しわ,耐 洗た く性,セ ット性なども行

なう。

⑥ 後処理

完成品の検査,包 装,梱 包などを行な う。

2.2標 準生産管理システムの構成

機械染色業は,

@委 託加工が多 く,得 意先ごとに帳票や加工料金請

求の時期が異なる。

→仁ソ

段 ク
階z・

引
き
合
い
段
階

(日
程
計
画

・
資

材
手
配
)

.受

注

確

・定

段

階

製
造

・
出
荷
段
階

実 綴
績
把
握 階

受注管理

カll工}旨図膓雲

の 集 積

生機の引き当
人条件チェック

加工料金請求

♪

機 械 辞 別

保有能力表作成

コ:手`ll票作 成

工 程 票 集積

染 色工 程 の

スケジューリング

作 業r－ 配

「 一 一 一 一 一

生機 出庫・依頼

1

:
L.一____1

終 了工程 の

消 し こ み

加 工 実 積 集1;1'

在庫管理

生機入庫処理

生機出庫処理

製品入庫処理

製品出庫処理

原価管理

原価予測

製造1勇{価計 算

損 益 計 算

⑥ 操業度が安定 しにくい。

◎ 多品種少量生産である。

⑥ 色,柄 などの感覚情報を取 り扱

っている。

など,シ ステム化がむずかしい要因を

持 っている。標準生産管理システムは

これらの要因を考慮し,

@工 程能力に対する負荷バランス

の均一化を図る。

⑤ 品質向上を図る。

◎ 原価の把握を行な う。

の3つ の基本方針を達成で きるよう構

成 されている。

標準生産管理 システムは業務面から

① 受注管理サブシステム

② 工程管理サブシステム

③ 在庫管理サブシステム

④ 原価管理サブシステム

の4つ のサブシステムで,構 成されて

お り,各 サブシステムに関連する主な

処理の流れは図4の ようになる。
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2.3標 準 生 産 管 理 シ ステ ム の 特 色

標 準 生 産 管 理 シ ス テ ムの 特 色 は,前 述 の4つ の サ ブ シ

ス テ ムの うち,シ ス テ ム化 の 必要 性 が最 も強 く指 摘 され

て い る工 程 管 理 に2段 階 の ス ケジ ュ・一リ ング を適 用 し て

い る こ とで あ る。 導入 企 業 の 実情 に応 じて第1段 階 の み

あ る いは 第1,第2の 両 段 階 を,併 用 す る こ とが で き

る。

ス ケ ジ ュー リング の 第1は,負 荷工 数 を染 色 機 械 群 に

山積 し,染 色 ロ ッ トご との 加 工 時 間 を求 め る 方 法 で あ

る。

ス ケ ジ=一 口リング の第2は,あ る一定 期 間 内 に含 ま れ

る染 色 ロ ッ トを色 相,明 度,彩 度(あ ざやか さ)に よ り

コー ド化 し,次 式 に よ り色 間 距 離 を求 め,白 を基 準 とし

て色間距離の近い ものから順に染色順序を決め,タ ンク

の洗浄時間を最小にする方法である。

色ん と色Aiの 色間距離

==M(Xi-Xゴ)2+(ヅt－ ツゴ)2+(Zl-2ゴ)2

但し{灘

1つ の染色機械で染色を行な う場合,同 系色でかっ色

の薄い ものか ら濃い ものへ染色する方がタンクの洗浄時

間が少な くなる。濃い色を染めたあとで薄い色を染めナこ

のでは,タ ンク洗いに時間がかかるうえ,仕 上が りが き

れいにいかず,加 工料金の高い良質の製品がそれだけ少

な くなるのを防 ぐためである。

図4サ ブシステム関連図

掛
請
求
情
報

うG」1

サ ブ シ ス テ ム

資 金

サブ システム

出 金 情 報

(現金 ・小切 手 ・手形)

在 庫

サ ブシステム

仕 入

サ ブ システム

s

9
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●

3.中 小企業(食 料品販売業)向 け標準販売管

理 システムの概要

　

3.1酒 類卸売業について

酒類御売業においては,他 御売業より取引形態が複雑

であるうえに,本 来の販売業務に付随する処理(金 券の

取扱い,景 品の取扱い)が 存在し,さ らに,販 売競争の

激化によりリベー ト処理が複雑化し,ま すます機械化を

困難なものにしている。

3.2標 準販売管理システムの構成

標準販売管理システムは

③実績の把握

⑮管理資料の提供

◎販売活動の円滑化

等を図るため,販 売業務における事務処理レベルを対象

として設計を行な っている。

酒類御売業の場合,普 通,仕 入れから始まる。仕入れ

た商品は在庫 という形で一時倉庫に保管 される。得意先

か らの受注によって倉庫にある商品を出庫し,販売する
む

このような商品の流れにしたが って仕入事務 ・在庫事務

・売上事務が発生 し,さ らに,仕 入れに対する代金支払

い,売 上げに対する代金回収に関する資金(経 理)事 務

がある。 これらはそれぞれの事務処理の機能および管理

亀*食 料品御売業 ・生鮮御売業・除・)に 占・・割合が高噸
御売業について述べ る。

目的にしたが って,次 の4つ のサブシステムに分割 す

る。それぞれのサブシステムは,モ ジュール化 されてお

り,独 立して使用することが可能であるように考慮して

いる。

①仕入サブシステム

②売上サブシステム

③在庫サブシステム

④資金サブシステム

これら4つ のサブシステムの関連については,サ ブシ

ステム関連図(図4)に 示す。

3.3標 準販売管理システムの特色

標準販売管理システムは卸売業における販売活動に必

要な事務処理のシステム化をとおして,シ ステムの目的

である事務の合理化,管 理体制の確立,販 売活動の促進

を可能 としている。すなわち,作 業の単純化,標 準化を

はかるとともに,従 来の手作業による記帳 ミス,転 記 ミ

ス,計 算 ミス等の事務処理上の ミスを極力排除し事務処

理効率を向上させる。さらに,正 確かつ迅速な実績情報

の把握により,経 営者 ・管理者が欲する管理資料を提供

する。 とくに商品 ・取引先 ・販売員等の管理に適する情

報がシステムか ら提供されることによって,経 営者 ・管

理者は正確かつ迅速な実績情報に基づいた計数管理が可

能 となる。このことにより管理水準の向上ひいては管理

体制の確立を図ることがで きるとともに,的 確かつ有効

な対策を立てることができ販売活動の促進を図ることが

可能 となる。

i… 〃…二1≧ 恕 蝦 鴎 ㌶ 三春=蓮 … 　1
ミ の 実情 を海 外 に 紹介 す るた めJIPDECREPORT(英 文)を 次 に よ り発 行 し7。1}

Nα16(1973年2月 発 行)Nα17(1973年3月 発 行)

$・1972年 度 情 報 化 週 間 ・コ ン ピュー タ輸入 自由化 と国産 メ ー カ ーl

i:㌶ 遍 ㌫ 二開発プ。ジ。ク,:1露 呈禦 普 灘 の現状
{ミ ・全国銀行データ通信システム

(
.viＬviV-tl.1'ilVb^・^,・.・ ・.','w.～ 》 匂ρ 〃 ・'〃.A^～,、t.,A.tt《 、.t,.t,〆,t"O,、t,〃 、,～,、,∨^～ ～,.川,」

、
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コ ン パ イ ラ ・ジ ェ ネ レー タ の 開 発

コンパイ ラ言 語は コンピ ュータの プログ ラミング言語 として最 も広 く使用 され てお りますが,

新 機種 のための,あ るいは新 しい言語の ための コンパ イラを,そ の都度開発す る努力は多大な も

のであ ります。 この労力 を軽減 し,か つ信頼性の さらに高い,コ ンパ イラ ・ジェネレー タが有効

な手段 である ことはよ く知 られ てお ります。

しか し,ジ ェネレー トされた コンパイ ラの効率 の面,ジ ェネレータへ の入力 の技術 な どにまだ

種 々の問題が あ り,い ま一歩,実 用化への努力が必要 とされ てお ります。

当財 団では これ らの 問題点の原因 を解明 し,実 用に供 し得 るコンパイ ラ ・ジェネレータの試作

を 目ざし,開 発しましたの で,こ こにその一部 を紹介 します。

●

1.コ ンパ イラ ・ジ ェネ レー タの必要 性

ラン ゲー ジ ・プ ロセ ッサ の開 発 に は非 常 に 多 くの 労 力

を要 す る。

た とえば,超 大 型 の コ ン ピ ュー タ のFORTRANコ ン

パ イ ラ作 成 の た め に要 す る労 力 の試 算 で は8～15人 年 を

必 要 とす る とい う報 告 が な され て い る。

ここ数 年 来 この 労力 を軽 減 す るた め に種 々 の方 法 が 試

み られ て きた 。現 在,コ ン ピ ュー タ・メー カ ーの 提 供 し て

い る コ ンパ イ ラの 多 くは ま だ ア セ ン ブ ラ言語 で記 述 され

て い るが,FORTRANま たはPL/1の よ うな汎 用 言語,

APL,LISPな どの特 殊 言 語,あ るい はBPLの よ

うな シス テ ム記 述 言語 な どを使 用 して コ ンパ イ ラを記 述

す る こ とに よ り多大 の 労力 の軽 減 を は か る こ と が で き

る。 た とえ ば,当 財 団 に お い て もPL/1の 会 話 型 コ ン

パ イ ラ作 成 の際 に シ ス テ ム記述 言語PLDを 用 い る こ と

に よ って大 幅 な 労 力 の 軽 減 を は か る こ とが で きた 。

しか し コ ンパ イ ラ ・ジ ェネ レ ー タ に よ る コ ンパ イ ラの

作成 は 前 記 の よ うな特 殊 言 語 に よ る シ ス テ ム作 成 よ り も

さ らに大 きな労 力 の 削 減 が 期待 で き る とい わ れ て い る。

この方 面 の研 究 は1960年 頃 か ら主 と して 大学,研 究機 関

にお い て行 な われ,代 表 的 な コ ンパ イ ラ ・ジ ェネ レー タ

とし てはMITの リン カー ン ・ラボ ラ ト リに お い て 開 発

され たVITAL,マ ンチ ェス ター大 学 で 開 発 され たCC

等 が あ る。 これ らを除 い て は一 般 に実 用 とな る もの は ま

だ極めて少なく色々な角度か らの実験,研 究を必要 とす

る段階である。

2.コ ンパ イ ラ ・ジ ェネ レー タの作成 手法

現在のコンパイラ言語は一般に文脈依存文法の類に属

するのでMITに おいてプロジェクトMACの 一環とし

て開発されたCANONシ ステムのようにこの類の文法

を記述し解析する手段を提供するものがある。この方法

によればコンパイラ全体が同 じレベルの言語で記述でき

るのですっきりした形 となる。しかしながら,そ の処理

速度において実用とするにはほど遠いシステムになって

しま う。このナこめ従来のほとんどのコンパイラ ・ジェネ

レータはコンパイラの記述をシンタックス記述とセマン

ティックス記述に分離して考え,シ ンタックスは文脈独

立文法の範囲で記述し文脈依存文法になる部分は対応す

るセマンティックスとい う形で記述する方法をとってい

る。

シンタックス記述に関してはバッカス記法(BNF)

とい うシンプルな方法があり,BNFあ るいはextended

BNF等 を使用することでこと足 りる。 シンタックスの

解析には大きくわけてTREE,METAの ように リカ

ーシプル機能を使用することにより下向 きに解析するも

のと順位文法等の文脈独立文法の一類を使用して上向 き

に解析する手法とがある。'

TREE,METAの ような方法はシンタックス解析

一18一
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に お い て あ と もど りを行 な わ な けれ ば な らな い
。 あ と も

ど りとは 生 成 規 則 の 各段 階 を1投 ず つ逆 戻 りして,そ れ

ま で に 試 され な か った 規則 を適 用 す る こ とに よ って他 の

可 能 性 を調 べ る こ とで あ る。 この 方 法 は 解 析 に 必 要 な テ

ー ブル 類 は 小 さ くな るが 解 析 速 度 が 遅 い とい う欠 点 を 持

っ てい る。

順 位 文 法等 の 方 法 で は あ と も ど りは起 こ らな い た め解

析速 度 を速 くす る こ とが で きる が,シ ン タ ック ス記 述 を

そ の文 法 に あ うよ うに 書 きか えな けれ ば な らず ,し か も

全 ての 規 則 が 書 きか え られ る とは 限 らな い。 そ して 書 き

か え可 能 な場 合 で もテー ブ ル が 大 き くな る欠 点 を持 って

い る。 この よ うに シ ン タ ッ クス解 析 に 関 して決 定 的 に良

い とい う手法 は ま だ確 立 され て い な い が,ジ ェネ レ ー ト

す る コン パ イ ラがFORTRANク ラスの もの な らば現 在

知 られ て い る手 法 で実 用 に な り うる もの を作 る こ とが で

きる。

セ マ ン テ ィ ックス の記 述 に関 して は シ ン タ
ッ クス記 述

に お け るBNFの よ うな優 れ た 記述 方法 が ま だ 開 発 され

て い な い の で 今 後 の研 究 お よび 技 術 の確 立 が 期 待 さ れ

る。

セ マ ン テ ィ ッ クス の記 述 に必 要 な機 能 は
,コ ン パ イ ラ

記述 言語 に必 要 な機 能 とほ ぼ同 様 で次 の よ うな もの が あ

げ られ る。

① テ ー ブル 類 の 取 り扱 い が で き る。

② ス タ ックの 取 り扱 い が で きる。

③ ビ ッ ト,文 字 の 取 り扱 い が で きる。

④ 整 数 の簡 単 な 演 算 が で き る。

⑤ ア ドレス を 作 り出 す こ とが で きる。

⑥ リフ ト,tree等 の 扱 いが 何 らか の 形 でで き る。

⑦ 入 出力 機 能

現 在 ま で に開 発 され た コ ン パ イ ラ ・ジ ェネ レ ー タは 上

記 機 能 を有 す る言 語 を用 意 し て,こ れ に よ って 自 由に セ

マ ン テ ィ ック ス を記 述 す る もの(XPL
,MPL/1)と これ

等 の機 能 を持 つ 標 準 ル ー チ ンを い くつ か 用 意 して これ を

呼 び出 す方 式(GULP,META)の い ず れ か に よ って い

る。 後 者 は 前 者 よ りもユ ー ザ に と って は コ ンパ イ ラを作

る場 合 に 楽 では あ るが,ど の よ うな標 準 ル ー チ ン を用 意

す れ ば よい か が 問題 とな る。

3.コ ンパ イ ラ ・ジ ェネ レー タJPAC

(1)JPACの 概 要

現 在,当 財 団 に お い て 開 発 中 のJPACはFACOM

230-60のMONITERVの 管 理 下 で動 作 す る コ ンパ ィ

フ ・ジ ェネ レ ー タで あ る。

この シ ス テ ムは 目的 とす る コ ンパ イ ラ言 語 の文 法 の シ

ン タ ック ス及 び セ マ ン テ ィッ クス を入 力 す る こ とに よ り

目的 の コ ンパ イ ラを 作 り出 す こ とが で き,と くに次 の よ

うな 点 を 目標 と した。

1)使 い や す さ:必 ず し もコ ンパ イ ラ作 成 の 経 験者 で

な く と もコ ン パ イ ラ言 語 の 文 法 をBNFで 記述 す る

こ と及 び通 常 の プ ロ グ ラ ム作成 の 能力 が あ れ ば使 え

る もの とす る こ と。

2)実 用性:JpACに よ ってFORTRANク ラ スの

コ ンパ イ ラを作 成 し た場 合,そ の 効 率(処 理 速 度
,

メモ リ占有 量 な ど)は 実 用 に耐 え うる もの で あ る こ

と。

3)拡 張 性:将 来JPACの 仕 様 を 変 更 した い場 合,

その 修 正,変 更 が簡 単 に で き る こ と。

JPACで 使 用 して い る シン タ ッ クス解 析 手法,セ マ

ン テ ィッ クス お よ びシ ン タ ッ クス記 述 方 法 にお け る特 徴

は次 の とお りで あ る。

① 構 文 解 析手 法

構 文 解 析 手法 とし てDeremerの 手 法 を 使 用 し た。

DeremerはKnuthの 作 り出 し たLR(k)文 法 の解 析

が 膨 大 な テー ブル を使 用 す るた め,こ れ を 小 さ くす る こ

とに 努 力 した 。 そ の結 果SLR(k),L(m)R(k),

LR(k)の 順 に 順 次 大 きな文 法 を 定義 し て そ れ らを統 一

的 に解 析 す る手法 を 確 立 した。 この手 法 に よ れ ば小 さな

文 法 の 範 囲 に お さま る もの はSLR(k)を,大 きな 文

法 の範 囲 に な れ ばL(m)R(k)を 解 析 す る手 法 を使 用

す る とい う機 動 性 あ る方 法 が と り得 る。

② セ マ ン テ ィ ッ クス記 述 の方 法

セ マ ン テ ィ ッ クス記 述 はJPACが 用 意 して い る標 準

ル ー チ ン とLSD(LanguageforSemanticsDescription)

と名 付 け られ た言 語 を用 い て 行 な う。LSDは コ ン パ イ

ラ記 述 言語 に必 要 な 機 能 をす べ て 持 って い る言 語 で この

言 語 に よ りコ ンパ イ ラの セマ ンテ ィ ッ クス を プ ロシー デ
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ユアル に 記 述 で きる もの で あ る。

注)シ ン タ ックス解 析 プ ログ ラ ム もLSDを 使 用 し

て 作 成 した。

③ シ ン タ ッ クス の 記述 方法

シ ン タ ック スの 記 述 は 規 則 が 適 用 され た 時点 で制 御 を

渡 す セ マ ン テ ィ ック ス ・ル ー チ ンをBNF記 述 の あ とに

指 定 す る とい う形 で お こな わ れ る。 この セマ ンテ ィ ッ ク

ス ・ル ー チ ン はLSDで 記 述 し た プ ロ シー デ ュ ア(Pro-

cedure)あ るい は 標 準 ル ー チ ンで な けれ ば な らな い。

(2)JPACの 構 成 と動 作 概 略

JPACは 作 成 した い コ ンパ イ ラの文 法 を入 力 し て シ

ン タ ック ス ・テー ブ ル 等 を作 り出 す プ ログ ラ ムで あ るS

TAGE(SyntaxTableGenerator)と セ マ ン テ ィ ッ ク

ス を記 述 す るた め の シ ス テ ム記 述 言 語 の コン パ イ ラLS

Dの2つ の ス テ ッ プ よ り構 成 され て い る。

STAGEは バ ッ カス 記法(BNF)で 書 か れ た コ ンパ

イ ラの シ ン タ ッ ク スを入 力 して 遷 移 テー ブル 等 の シ ン タ

ック ス関 係 の テー ブ ル を 出力 す る。STAGEが 受 け つ

け る文 法 はSLR(k)(k=0,1,2)あ るい はL(m)

R(k)(k=O,1,m・=1,2)で あ る。

ユ ー ザ の 記 述 した シ ン タ ッ クス はSLR(1),SLR

(2),L(1)R(0),L(1)R(1),L(2)R(0),L(2)R

(1)の 順 に調 べ られ適 用可 能 な 文 法 にお け る遷 移 テー ブ

ル 等 がFASPリ ー ス とし て出 力 され る。 入 力 文 法 がL

(m)R(k)の 範 囲を超 え る場 合 は,ど の 規 則 が 原 因 とな

ってい るか を表 示 して処 理 を 中止 す る。

LSDの ス テ ップで はLSD言 語 で書 か れ ナこセ マ ン テ

ィ ッ クス処 理 の た め の プ ロ シー デ ュア を コ ン パ イ ル す

る。

LSDも オ ブ ジ ェ ク ト ・プ ログ ラ ム としてFASPリ

ー ス を出 力 す る。

STAGE,LSDの2つ の ス テ ップで 出 力 され,ア

セ ンブ ラ言語(FASP)で 書 か れ たオ ブ ジ ェク トはF

ASPス テ ップ に よ り リ ロケ ー タ ブル 形 式 とな る。 必 要

と あれ ば この 時点 で リ ロケ ー タ ブ ル形 式 の オ ブ ジ ェ ク ト

を ユ ー ザ ・ライ ブ ラ リ とし て登 録 す る こ と もで き る。

コ ンパ イ ラの作 成 は最 終 的 に は リ ロケ ー タブ ル お よび

シス テ ム ・ライ ブ ラ リ,必 要 な らば ユ ーーザ ■.ライ ブ ラ リ

図一1JPACの 概 略

シ ステ ム

ラ イブ ラ リ

FASP

ア セ ン ブ ラ'

LIED

rlンケージ・v－ダ)

実 行形式

(コ ンパ イラ)

転

LIBE

(ライブラリ・エディタ)

をLIEDに よ りつな げ て実 行 形 式 を作 る こ とに よ って

成 し遂 げ られ る。 以 上 の手 順 を(図 一1)に 示 す。

(3)作 成 コン パ イ ラ の構 造

JPACを 使 用 す る こ とに よ り作 り出 され る コ ンパ イ

ラの 構成 を(図 一2)に 示 す。 この 中で 遷 移 テー ブ ル 類

お よ び セ マ ン テ ィッ ク ス ・ル ー チ ンは それ ぞ れSTAG

Eお よ びLSDス テ ップ に よ って作 り出 され る もの で あ

る。

コ ン トロー ラは まず 最初 にInitiator(JPACユ ー ザ の

オ ウ ン コー ド・ル ー チ ン)に 制 御 を渡 す 。Initiatorに お

い ては セ マ ン テ ッ クス ・ル ー チ ンの初 期 設定 等 を お こな

う。

制 御 がInitiatorか ら もど って くる とLexicalAna-

lizerを 通 して ソー ス ・プ ログ ラ ムを入 力 し遷 移 テ ー ブル

に し たが って シ ン タ ッ クス解 析 を行 な う。

遷 移 テー ブ ルの 中 で セマ ンテ ィ ッ クス ・ル ー チ ンの 呼

び出 し指 定が あ る とCG-STACKに シ ン タ ッ クス に

一20一
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●

図一2JPACに よって作成 された コンパ イラの構成

門
口

C

≦

「
ー

}

L

ソー ス ・フ1?ク ラ ム

Lexical

酬 ㎞
/[]

セ マ ン ティックス・

ルー チ ン

コー ド発 生

ルーチン

オブジェクト

プ ログラム

関 す る情 報 を セ ッ トし て セ マ ン テ ィック ス ・ル ー チ ンに

制 御 を渡 す。 セ マ ン テfッ ク ス ・ル ー チ ンに お い て オ ブ

ジ ェ ク ト ・プ ログ ラ ム をFASPで 出 力 す るの な らば シ

ス テ ム ・ラ イブ ラ リ中 に 用 意 して あ る コー ド発生 ル ー チ

ンが 使 用 で きる。

コ ン トロー ラ あ るい は セ マ ン テ ィ ッ クス ・ル ー チ ン に

お い て エ ラ ーが 検 出 され る とエ ラー 処 理 ルー チ ン(JP

ACユ ー ザの オ ウ ン コ ー ド ・ル ー チ ンで あ る)に 制 御 を

渡 す,エ ラ ー処 理 ルー チ ン では エ ラー ・メ ッセー ジ の 出

力,エ ラーの あ った ソ ー ス ・プ ログ ラ ムの 読 み とば し等

を行 な う。

エ ラー 処 理 ル ー チ ンか ら制 御 が戻 る とコ ン トロー ラ は

リカ バ リー可 能 な 所 ま で も どっ て再 び遷 移 テー ブ ル の ド

ラ ・fブを始 め る。

ソ ー ス ・プ ログ ラ ムを 読 み終 わ り構文 解 析 が終 了 す る

と コ ン トn-一 ラは 制 御 をTerminator(JPACユ ー ザ

の オ ウン コー ド・ル ー チ ン で あ る)に 渡 す 。Terminate

は セ マ ン テ ィ ッ クス ・ル ー チ ン のEND処 理 等 を 行 な

う。

旭
情 報 処 理

一 最 近 の 海 外 情 勢一

〈情報処理ニュース〉は,世 界各国の最新の資料,

データを中心に,そ れを最 も効果的に分析し,皆 様に

ご利用いただくため当財団が提供する,生 きた情報で

す。ちなみに,こ のニュースのベースとするため我々

は,海 外か ら資料 として非常に高価な技術レポー ト約

20種,'ま た,雑 誌,新 聞,約50種 を入手してお りま

す。毎月2回 お届けする世界の情報処理のエ'ッセンス

は,皆 様の期待に充分添 うもの と確信すると共に,こ

れだけのものを,こ れだけの値段で提供で きる機関は

他にないと自負してお ります。

ス

・購 読 料 年 間1部9
,600円

・発 行 日 毎 月10日 ,25日(年 間24回 発 行)

・体 裁A4判
,平 均45ペ ー ジ

・年 間 購 読 者 の 特典 ス ペ シ ャル ・レ ポ ー ト(200ペ ー

ジ 以 上 の 特別 報 告書,年1回 発 行),JIPDECジ ャ

ー ナル(年4回 発 行) ,イ ン デ ック ス,専 用 フ ァイ

ル,以 上 を無 料 配 布

◎ 申 し込 み,お よ び,詳 細 に つ い て は,当 財 団 調 査 課

ま で ご連 絡 くだ さい。

(電 話)03-434-8211内 線539
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亘
企業における情報処理教育の実態 と

今後の進め方

企業 の総合的 な情 報処理 を確立す る上で トップ ・マネー ジメン トか ら一般社員にいた る組織体

のあ らゆ る階層 に対 して,それ ぞれ適合す る情報処理教育の重要性が指摘 されてい る。しか しなが

ら,現 状 では各企業 ともその具体的 な方法や内容な どについ て,ま だ暗中模索の段階で ある。そ

こで,当 財 団では,全 国主要会社 を対象 として 「企業に おける情報処理教育の現状 と問題点」に

関 す るア ンケー トおよび面接調査 を実施す るとと もに,こ れ らの調査結果 を分析,研 究 して企業

におけ る情報処理教 育をすすめるにあた つての具体的な あ り方 につい て一 つの試案 を作 ることを

試 みた。以下 その概要 を説明 しよ う。な お,各 教育対象 ごとの教育 目標,内 容,方 法な どの具体

的なあ り方については,紺 面の都合 で ここでは省略 したが,こ れ は別途 「企業 における情 報処理

教育に関す る調査報告 書」 を参照 していただけれ ば幸 いである。

1.ア ンケー ト調査 の概要

(1)調 査対象等

① 対象会社の選定

「電子計算機ユーザー調査年報(情 報処理学会1972

年度版)」 記載の会社,約4,000社 の中か ら計算機 メ

ーカー,計 算センター,病 院,学 校を除いた各業種を

網羅するよう1171社を選定し,計 算機部門管理者宛に

郵送でアンケー ト回答を依頼 した。

② 調査時期

昭和47年11月

③ 回収率

アンケー ト発送数1171

アンケー ト回収数396

アンケー ト回収率33.8%

④ 教育対象者の分類

この調査では企業内情報処理教育を実施する際の対

象者を以下4つ に大きく分類してある。

〔経営者,管 理者〕中間管理者以上,ト ップ ・マネージ

メン トまで

〔専門要員〕SE,プ ログラマ,オ ペレータなど直接コ

ンピュータに関係する業務に従事する者

〔技術系社員〕主 として設計 ・製造などに関する業務に

従事するエンジニア

〔事務系社員〕その他の者

⑤ 回答会社の業種別構成

業 種 会 社 数
全体 に占め る

割合(%)

鉱 業 ・ 建 設 22 5.7

ガ ラ ス ・土 石 製 品 12 3.0

水 産 ・ 食 品 玉3 3.3

繊 維 ・パ ル プ ・ 紙 ユ3 3.3

化 学 工 業 45 ユ1.3

鉄 鋼 ・ 金 属 30 7.6

機 械 ・ 精 密 38 9.6

電 気 機 器 31 7.8

輸 送 用 機 器 31 7.8

そ の 他 製 造 5 1.3
,

電 力 ・ ガ ス 9 2.3

運 輸 ・倉 庫 ・不 動 産 23 5.8
、

商 業 39 9.8

金 融 ・保 険 ・証 券 41 ユ0.3

通 信 ・出版 ・サ ー ビス 17 4.3

官 庁 ・ 諸 団 体 27 6.8
、

合 計 396 100

じ
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(2)調 査結果(調 査項 目の うち以下に主要な もののみ

を掲載する。)

① 情報処理教育の重要性

図1情 報処理教育の重要性

1欝i㍗ ＼叉欝欝磐!
営者
・

理 者

門要 員

術系

社員

311

(0.9)

傍系

目.パ

140社

(36.4)

174社

(45.5) 烈,

,回 答会社

「4社382

(1.0)
-16社

(42)
-2社382

(0.5)
-20社

(5.2)

329

380

L7fl:

(L8)

＼
235社

(6L5)

93社(

24.3)
社
〔84款
/

63狂141社

(192)(43.0)

93社

(28.3)

28

杜

(ぴ5

＼ ＼

|71杜177社

(18,7)(46.6)

116社

(30.5)

9ト1」

(2.4)

(注)こ こでは,最 も情報処理教育が必要だと
思われるものから対象別に順位をつけて も
らったものを集計 したものである。
なお,Oの 中の数字は回答会U数 を分母

とする百分率である。

企業における情報処理教育の実施にあたって,対 象と

して重要な ものの順位を問うt結 果が図1で ある。 これ

によると,専 門要員に対する教育が1位 を占めているの

は当然として,そ れ以外では経営者 ・管理者に対する教

育が最 も重要であると考えている。 これは,コ ンピュー

タの活用がこの層の理解によって大 きく左右 されること

が認識されつつあることを示している。

② 外部教育機関の利用状況

それぞれ教育対象別に外部機関利用の状況をみると,

すべての対象者に共通していえることであるが,メ ーカ

ーを利用しているものがほとんどである。 しかし,こ の

図2外 部教育機関の利用状況

…
:

μ カi㌶ 纏 欝酬 ・・
団体 他ノ

69社

(22.0)

経営者、

管理者

専門
要員

技術系
社員

事務系
社員

^←晋 葛 ‖ll

3社(03)手 萎ヨロS・あ ～ぴ ～

1鵠 一㍑閲
156社

(25.2) 1
23社(37)L」 ・ミ・、'＼ '

113社28社
一(62

◆8)(15.5)
31社

(」7.2)
3社(L7)'1社(0,6λ 〆

' 鵠
、、↓ 運 ・「

43社

イ19.1)

(1.8)(2.7)

(注)1.回 答方法は多数選択になっているため回答
総数は回答会社数をこえる。

2.Oの 中の数字は対象ごとの総回答 を分母と
する百分半である。

'回 答会 社数

・245

358

137

171

ような実態について本調査を進める際に設置した委員会

では必ずしも好ましい傾向ではないとの意見が多数出さ

れた。すなわち,現 状におけるメーカーのユーザ教育は

一部を除きほとんどが,ユ ーザ ・サービス あ るい は,

見込客獲得の一環 として,自 社製品中心の もの となって

お り,必 ず しも各企業にとってのニーズを満たす教育が

できるものとはいえない。また無料であるため,メ ーカ

ー側にとっても教育対象数の激増によ
って,教 育の質を

保ち得な くなるなどの問題 も含んでいることが指摘され

た。

③ 情報処理教育を行なっていない理由

経営者
管理者

技術系
社員

事務系
社員

図3情 報処理教育を行なっていない理由
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(注)1.2項 目以 上回答 して い るの で 回 答総 数
は回 答会 社 数 をこ え る。

2.専 門要 具 にっ い て は,行 な って い な い

と回答 した所 は なか っ た。

3.()内 は総 匝1答数 を分 母 とす る'(f分薄く。

"回 答会 社数

61

76

103

専門要員を除 くその他の対象者について,現 状では情

報処理教育を実施していない と回答した企業について,

その理由を調べ7も のが図3で ある。それによると,教

育にさく時間がない,適 当な講師がいない,時 期早尚で

ある,の3つ を主な理由としている。しかし,こ れらの

企業が今後 とも教育の必要性を認めていないわけではな

く,ま た,コ ンピュータの 高 度 利 用に成功している企

業が,例 外な く相当な教育をしてきていることか らみて

も,今 後 これ ら未実施の企業も積極的に教育を実施して

ゆ くことが重要な課題 と考えている。

④ 情報処理教育の方法(対 象別)

図4は 各対象別にとられている教育方法を集計したも

のである。 これによると,専 門要員に対しては,「 講師

による指導」(44.6%),「OJT」(33.9%),「 自習」

(21.3%)の3つ がある程度のバランスをもって組合せ
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図4-1専 門要員に対する教育 方法 図4-2技 術系社員に対する教育方法
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数字は教育方法の総回答数を

分母 として各項 目の割合を百

分率で示 したものである。
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利用されている。技術系社員および事務系社員の場合は

「講師による指導」が64～65%と 大半を占めており,ほ

かに 「自習」が20%強 とな っている。経営者 ・管理者に

ついては,90%近 くが 「講師による指導」 となっており

しか もそのほとん どが外部講師に依存していることがわ

かる。

⑤ 情報処理'教育の内容(対 象別)

表1-1～3は,そ れぞれ経営者 ・管理者,技 術系社員,

事務系社員に対する教育の内容を示したものである。 こ

れによると,対 象によって教える科 目のウェイ トは多少

ちがってはいるが,総 じていえることは専門要員に対し

て通常実施 されている教育内容その ものであり,各 対象

自 習

8.3

プログラム学習L3

通信教 育2.2

グル ープに

よる学 習.3

内
部 講

12.3師

講 師に よる指導 外

89.9部
講

師

23.9

経営者,管 理者に対する教育 方法

そ

他
O.6

A.A

仕 自習 書

写 事

大 を6.O

OJT'自 習
12.

22.5

内部

講 師

21.8

グルー プによる

学 習

ご とに本 来 あ るべ きニ ーズ に応 じた教 科 内容 とは な って

い な い こ とで あろ う。

表1-1経 営者管理者(回 答249社)

教 育 内 容'
回答会社数に

占め る割合P∂

ハ ー ドウエ ア

構 造

機 能

原 理

45.8

61.0

55.4

ソフ トウエ ア

ソ フ トウ エア概 論

コンパイラ言語のプログラム体系

FORTRAN'

COBOL

フ ロー チ ャ ー ト

32.1

24.1

ユ4.5

22.9

32.9

システム設計 EDPSの 基礎知識

データ処理方式

87.6

42.6

一24一
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コ ン ピュー タ要 員 の問 題 23.7

コ ン じ .・一 ク

コ ン ピュー タ室 の運 営 ・管理 20.7

ーー一・ 般

コンピュータ利用の効果と採算 67.5

情 報 45口

シス テム 5L8

コ ン ピ ュ ー タ ORの 基礎知識 25.7

関連乎法 シ ミュ レー シ コンの 基礎i知識 ユ9.7

表1-2技 術系社員(回 答228社)

教 育 内 容
llll答会社 数 に

占め るWl俗 間 、

ハー ドウエ ア

構 造

機 能

原 理

種々の入出力装 置

49.6

61.0

55.3

44.7

ソ フ トウ エア

プログラムの基礎知 識

FORTRAN

COBOL

53.1

64.9

14.9

コ ン ピ コ ーー タ

関1蜘1識

情 報とシステムの基礎知識

企業経営に関 する基礎知1識

EDPSの 基礎知識

数値解析

OR

30.3

15.4

62.7

22.4

ユ4.9

図5-3

ケ ー ス

ス タデ ィ

8.8

その他L9

図5-2

表5-2事 務系社員(回 答268社)

教 育 内 容 回答会社数 に

占める割合θ0

ハ ー ドウエ ア

構 造

機 能

原 理

種 々の入出力装置

50.0

60.8

53.0

47.4

ソ フ トウエ ア

プ ロ グラム の 基礎 知 識

COBOL

フロ ー チ ャー ト

55.2

42.2

48.1

コ ン ピ ュー タ

関 連知 識

EDPSの 基礎知識

企 業経営に関す る基礎知識

情報 とシステムの基礎知識

75.4

29.1

40.3

⑥ 実習教育の内容(対 象別)

図5-1～5-4は,情 報処理教育の実施にあたって と

られている実習教育の内容である。 これによると,情 報

処理教育を実施している会社の うち,対 象によって40%

～90%の ところが何らかの形 で実習を行なっているが,

オ ペ レ ー シ ョン

18,0

図5-4

ビジネスゲーム2.2

ケ ー ス

ス タデ ィ

ll.

オ ペ レー シ ョ ン

31.7

(注)

数字 は実習教育ρ 総回答数 を

分母 と して実 習教育 の各項 目

の割合 を百分率 で示 した もの

であ る。

-25一

そ の 他2.2

その内容は言語実習が半数を

占めていることがわかる。経

営者 ・管理者に対しては,ビ

ジネスゲームなどが採用され

てはいるが,こ こでも前項と

同様,専 門要員むけの教育が

そのままの形で他の対象にも

とられている。

⑦ 教材の利用ならびに入

手方法

カリキュラム,テ キス ト,

スライ ドなどの各種教材を利

用している会社数およびそれ

らの入手方法を示したのが図

6で ある。 これによるとテキ

ス ト、はほとんどの会社が使用

しているが,カ リキュラム,

スライ ド,映 画の順でその利

用率は低下 し て い る。また

これら教材の半数がメーカー

提供の ものであることが注目

される。カリキュラムとテキ

ス トについては自社方針で作
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図6教 材の利用ならびに入手方法
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(注)()の 中の数字は各教材の柿類ごとに,各 人手力法の割合(回 答

会社数を分1りとするri分率)を 示 している。

成するところが回答会社の約3分 の1を 占めているが,

その他はすべて外部の既製品を利用しているのが実態で

あり,現 在の ところ自社特有の教材を開発するにはほど

遠い状態であるといえよう。

2.今 後における情報処理教育 のあ り方

(1)情 報処理教育の重要性

企業内業務処理および企業をとりまく社会環境の両面

にわたる最近における情報化の進展に伴い,情 報処理教

育の重要性があらためて認識 されてきている。それは,

従来のような,コ ンピュータによる情報処理の業務に直

接たずさわる情報処 理 専 門 技術者の育成 ・確保 といっ

たせまい観点か らではな くこれからの情報化社会に対処

しうる企業人を広 く育成するためのものであり,具 体的

には以下のようなねらいを,も ったものでなくてはな ら

ない。

・創造的能力の増進

・会社的なシステム思考の拡大

・通信回線開放に伴 う広域的情報ネ
ットワーク体制へ

の対処

・コンピュータや情報に対する正しい認識とこれらに

対するアレルギー除去

・企業内情報化を推進する上での円滑な人事配置計画

・労働力獲得難時代への対処

ところが,す でにアンケー ト調査の結果か らもうかが

えるように現状では,各 企業 とも,こ のような目的を十

分満足 した教育を実施しているとはいい難い。個々には

経営管理者層をはじめ一般の技術系,事 務系社員に対す

る教育の重要性を認めながらも,そ の実態は,従 来専門

要員の育成においてとられてきた教育内容,方 法な どが

そのまま他の対象に採用されているなど多くの問題点を

はらんでいる。

(2)適 切な教育のあり方i

企業における今後の情報処理教育のあり方としては,

基本的には立場別の教育およびコンピュータ活用の知識

中心の教育が採用 されなければな らない。

組織体内において情報処理教育を必要とする人は,さ

まざまな異 る立場の人にわかれる。たとえばコンビュー

一26一
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タ担当者はすくなくともシステム ・エンジニアとプログ

ラマに,他 の職員もその専門ないしは担当機能別(営業,

資材,経 理など)に 区分 されて くる。この様な立場の相

違によって,情 報処理教育の目的 も,従 って内容,方 法

も異なって くるべ きことはいうまでもない。まず,コ ン

ピュータ担当者については,専 門家として必要な詳細か

つ専門的なコンヒ。ユ一夕の知識と技術を身につける必要

があり,そ の内容はコン ピュータ自体の知識およびプロ

グラミングの技術が中心 となる。また,一 般の技術職員

(設計者,生 産技術者,研 究開発員など)に ついては,

業務の中心である技術計算を処理させるために,科 学技

術計算用プログラミング技術をまず教育し,さ らに生産

面や開発面に役立つORを 中心 としてのコンピュータ利

用法の教育が次に考え られる。一方,経 営者や管理者お

よび一般の職員については,そ れぞれの職務遂行にいか

にコンピュータを役立てていくべ きかを明かにすること

こそが教育の目的 となる。したがってコンピュータ自体

の理解 とかあるいはそのためのプログラミング技法の実

習 とかが主たる内容や方法ではなく,自 己の職務に対す

るコンピュータ活用の知識を中心 とした教育でなければ

ならない筈である。 ところが,コ ンピュータ自体の知識

の供与ないしは習得は必ずしもそう困難ではないし,そ

のための教育内容や方法 も大体明確になっていることか

らどうしてもその方向に走 り勝 ちで,一 方コンピュータ

活用の知識となると,そ の内容はそう明確でもなく,実

際のカリキュラムを考えた場合,困 惑することが多いの

が実状である。

3.お わ りに

情報化時代への推進は,産 業界にとっての今後の大 き

な課題であり,ま た,そ の中心は,有 効で効率的なコン

ピュータの活用にあることは明かである。そして,そ の

実現はかかって人にあるとい うこともまた事実である。

わが国の場合,学 校における情報処理教育が未だきわめ

て不十分である現状から,情 報化推進のためには,産 業

界においての情報処理教育が実に重要な部分を占めてい

るといいうる。 しかし現実には数多 くの問題が存在する

ことから,こ れ らの問題を極力解決し来るべ き情報化時

代に即応するために,今 後下記項目について慎重な配慮

が必要となろ う。

〔1〕企業の経営者は,こ れか らの経営における情報処

理の重要性およびそれの基礎となる情報処理教育の重

要性をよく認識すべ きであ り,企 業内外の情報処理関

係者は,経 営者の認識高揚のための努力を傾注すべ き

である。

〔2〕 情報処理教育の実施について,電 子計算機 メーカ

ーおよびディーラーが主催する教育のみに安易に依存

することを反省する必要がある。

〔3〕 各企業は,そ れぞれ自社に適合した独自の情報処

理教育の内容 と方法 とを研究し確立すべ きである。ま

た この研究には,OJT(onthejobtrain輌ng)の あり

方についての研究も含まれるべ きである。

〔4〕情報処理専門担当者に対する教育内容に も,必 ず

一般的な管理教育を含め
,視 野の狭いスペシャリス ト

になることを防 ぐことを配慮する必要がある。

〔5〕 情報処理教育のカリキュラム作成に当っては,と

くに情報処理技術ないし機器の知識のみに偏すること

な く,情 報処理技術利用のための知識に も重点を置く

べ きであり,さ らに情報処理技術に対する批判力をも

付与 しうる様な ものであることが望ましい。
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〔昭和48年 度定例理事会の開催〕

昭和45年5月23日 に開催した昭和48年 度定例理事会に

おいて,昭 和47年度事業報告,昭 和47年 度収支決算の事

項について承認を得た。

〔医療機器システム本部を設置〕

当財団では,医 療情報システムおよび医療機器の調査

研究を推進するため,4月16日 付にて,医 療機器システ

ム本部を設置した。本部長は,吉 田専務理事 の 兼 務 と

し,本 部員27名 より構成されている。

〔流通情報処理シンポジウム開催〕

当財団は,情 報処理知識の普及促進を目的とした情報

処理シンポジウムを毎年主要4都 市で開催しているが,

今年度第1回 は,札 幌市において 「流通情報処理」 と題

して次により開催する。

期 日 昭和48年7月10日(火)10:00～17:00

会 場 北海道経済センター(8階 会議室)

後 援 通商産業省,札 幌通商産業局

協 賛 北海道,北 海道商工会議所連合会

参加料 無料

定 員200名

申込先 当財団総務部調査課(内 線538)

内 容1.流 通のシステム化 と情報システム

2.流 通情報システムの設計と問題点

3.標 準販売管理システム

なお,今 後シンポジウムの開催予定は下記の通 りであ

る。

静岡市(4&8),広 島市(48.11),東 京都(49.3)

〔情報化週間の開催〕

情報化に対する国民の知識の高揚 と理解を深めるため

昨年 より10月第1週 を 「情報化週間」 として実施し,本

年度 も東京,大 阪を始め各地において各種催物が行なわ

れることとなった。

当財団では,こ の催物に協賛して 「生活 と情報化展」

(仮題)(於 小田急百貨店一東京 ・新宿一)お よび講演

と映画の会(地 方都市を予定)を 開催することとして現

在準備を進めている。

〔情報処理に関する調査研究発表会開催〕

当財団では,昭 和47年 度事業として実施しt情 報処理

に関する調査研究の成果について下記により発表会を開

催した。

期 日 昭和47年6月21,22,23日(3日 間)

会 場 機械振興会館 研修室(地 下3階)

内容 ・システム評価方式の調査

・インタラクティブ学習システム

・オンライン文献検索システム

・異機種間汎用言語変換プログラム

・米国におけるコンピュータ ・サービス業の動向

・漢字カナ文字変換の事例研究

・わが国における企業内情報処理教育のあり方

・日本語情報処理の技術動向

・中小企業向け標準生産管理システム

・中小企業向け標準販売管理システム

t
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報 告 書 一 覧 表

当財 卜tiが,昭 和L7年1蔓 事 業 と して,実 施 い た し ま した 各 事 業0)成 果 報 告 蒔が'ノご成 しま し

た の で,ご 入 用 の ノ∫に は 実 費 頑6」い た しま すo)で ごFl川1ド さい。 な お,入rごfii望 のfi

は,当 財 団 庶 務 課(内 線 ▲70)ま で 、 ご連 絡 ドさい 、

日本 語 情 報 処 理 の 技 術 動 向 調 ～湖 乏告・川

経営 情 報 調 査 報 告 書(V)一 食 品|:業,都[liガ ス'Bit"一

海 外 の情 報産 業 …・米 国 の コン ピ ュー タサ ー ビス産 業の 動 向

シ ス テ ム評価 方 式 の調 査報 告 け

総 合 貿 易情 報 シ ステ ム調 査報 告 川 シ ステ ノ、化 の ノ∫向 とそ の課 題

複 合NIS形 成 に 関 す る調 査研 究 報 告 書

ソ フ トウ ェア の 評 価 に 関 す る調 査報 告 書

海 外情 報処 理 の現 状 と展 望 一 フ ラン ス ・西 ドイ ツ ・米国

ソ フ トウ ェア 研究 会 報 告 書=

米 国 の 州 お よび地 方 自治 体 に お け る情 報処 理 の実 態

階層 構造 の情 報処 理 シ ス テ ム

コ ンパ イ ラ ・ジ ェネ レ ー タの開 発

遠 隔情 報処 理 シス テ ム の 研究 開 発(遠 隔情 報処 理 シ ス テ ムの 応 用 実 験)

オ ン ライ ン シ ミュレ ー シ 。ン言 語SIMBOLの 評 価

汎 用 グ ラ フ ィッ ク 言語 の 開 発 デ ィス プ レ イ シ ス テ ムの 研究 開 発 一

イ ン タ ラ クテ ィブ学 習 シ ス テ ム の開 発 … 遠 隔情 報 処 理 シ ス テ ムの 研究 開 発

情 報処 理 教育 に関 す る調 査 報 告 書

分 類 番 号

47-ROO1

47-・.ROO2

47--ROO3

47-ROO4

47-ROO5

47-ROO6

47.-ROO7

47-ROO8

47.-ROO9

47-R101

47-SOOI

47-SOO2

47--SOO3

47-SOO4

47-SOO5

47-SOO6

47-EOO1

当 財 団 の 活 動 等 に つ い て の 問 合 先

当財 団の活 動 につ い て詳 し くお知 りにな りたい場 合 は,下 記 あて ご連 絡 くだ さい。

電 話 東京(03)434-8211(大 代 表)

当財 団庶務的事項全般 については

当財 団の事業内容 については

各種調査 については

総務部庶務課(内 線470)

総務部企画課(内 線477)

システムの調査研究については

システム及びプ ログラムの研究開発については・

情報処理に関す るコンサルテ ィングについては

ソフ トウェアの利用については

情報処理教育については

情報処理に関する各種標準化については

情報処理 シンポジウムの内容については

報告書等各種出版物の入手 については

総務部調査課(内 線286)

技術部研究課(内 線478)

・・…開発本部 システム課又は開発課(内 線215)

開発本部管理課(内 線529)

開発本部サー ビス課(内 線306)

技術部教育課(内 線475)

技術部技術課(内 線536)

総務部調査課(内 線538)

総務部庶務課(内 線470)
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歎 日本情報処理開発センター
東京都港 区芝公 園3丁 目5番8号 機械振興会館 内(〒 ユ05

電 話 東京(03)434-8211(大 代表)


